別記様式第１号（第３条関係）
有料老人ホーム自主点検表

	施

設

の

概

要
	施設の名称
	
	管理者氏名
	

	
	施設所在地
	
	設置年月日
	

	
	定　　　員
	　　　人
	現　　員
	男　　人・女　　人・計　　　人

	設置

者
	設置者名
	
	代表者氏名
	

	
	事業内容
	

	点検状況
	点検年月日
	　　　年　　　月　　　日

	
	点　検　者
	職名　　　　　　　　氏名

	
	
	職名　　　　　　　　氏名


·  調書記入要領

· 特に指定のあるもの以外は、前々月末時点で記入してください。

· 回答をあらかじめ用意した設問については、該当する答を○で囲んでくだ

さい。また、該当しない設問については、空欄としてください。

· 添付書類

1 直近の事業年度の決算報告書（貸借対照表・損益計算書等）

2 直近の事業年度の事業報告書

3 当該年度の事業計画書及び収支予算書

4 定款及び登記簿（最新のもの、写し可）

5 事務決裁規程、就業規則、給与規程、旅費規程及び経理規程

6 管理規程・運営規程

7 契約書（特定施設入居者生活介護事業として別途作成している場合は双方）
8 重要事項説明書（　同　上　）
9 入居募集の案内書・パンフレット等

○　自主点検表　「　有料老人ホーム　」
Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延)　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	 点　検　結　果
	備　考
	

	
	１　職員配置
	
	
	

	
	
	 （１）入居者の数及び提供するサービス内容に応じた次の職員を
 　　配置しているか。
      ※　重要事項説明書の「３ 従業員に関する事項」における
表示と実態が乖離していないか。
	　Ａ　Ｂ　Ｃ

　Ａ　Ｂ　Ｃ


	・職員名簿
・組織図
・業務分担表
・履歴書
・資格証明書
・雇用契約書
・賃金台帳
・辞令等
・就業規則
・職員勤務ロー
　テーション表
	

	
	
	
	重要事項説
明書の人数
	　　常　勤
	   非 常 勤
	  合計
	 常勤換
 算人数
	 備 　考
（特定介護）
	
	
	
	

	
	
	
	
	 専従
	非専従
	専従
	非専従
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	施設長
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	生活相談員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	看護職員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	介護職員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	機能訓練指導員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計画作成担当者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	栄養士
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	調理員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他の従業者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　　合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 夜勤を行う看護職員及び介護職員
 の人数
	最少時の人数（宿直従事者を除く｡）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	　平均時の人数
	
	
	
	
	


	
	
	     ･ 特定施設入居者生活介護提供従業者については、備考欄に｢特｣を記入する
 　　　 こと｡
	
	
	

	
	
	
	 実 人 数
（  年　月　日）
	　　常　勤
	   非 常 勤
	  合計
	 常勤換
 算人数
	 備 　考
（特定介護）
	
	
	
	

	
	
	
	
	 専従
	非専従
	専従
	非専従
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	施設長
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	生活相談員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	看護職員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	介護職員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	機能訓練指導員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計画作成担当者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	栄養士
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	調理員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他の従業者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　　合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 夜勤を行う看護職員及び介護職員
 の人数
	最少時の人数（宿直従事者を除く｡）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	　平均時の人数
	
	
	
	
	

	
	
	     ･ 特定施設入居者生活介護提供従業者については、備考欄に｢特｣を記入する
 　　　 こと｡
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考
	

	
	
	 （２）　入居者の実態に即し、夜間の介護、緊急時に対応ができ
 　　　る数の職員を配置しているか。
 ○　介護サービスを提供する有料老人ホ－ム
 　①　要介護者等を直接処遇する職員（介護職員及び看護職員）
 　　は原則、常勤となっていること。介護サ－ビスの安定的な提
 　　供に支障がない場合には、一部に非常勤職員を充てることが
 　　できる。）
 　②　看護師（又は准看護師）を入居者の健康管理に必要な数配
 　　置していること。
   ③ 施設長等介護サービスの責任者は、高齢者の介護について知
 　　識、経験を有する者であること。

	 　Ａ　Ｂ　Ｃ
  ＜有　無＞
 　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ

　Ａ　Ｂ　Ｃ


	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考
	

	
	 ２　施設の管理・運営
	
	
	

	
	
	 （１）管理規程等の制定　      　　　
 　・　管理規程等を設けているか。
 　　　また、それらは、次の内容を明示しているか。
・入居者の定員　・利用料　・サービスの内容及びその費用負担
・介護を行う場合の基準（介護ｻｰﾋﾞｽの提供場所 ・介護ｻｰﾋﾞｽの内
容、頻度、費用負担等）　・医療を要する場合の対応等
   ・　その内容は、重要事項説明書の内容とも合致するか。
 （２）　名簿等の整備               
          ・　「入居者及びその身元引受人等の氏名及び連絡先を明らか
 　　　　　　にした名簿」、「設備、職員、会計及び入居者の状況に関する
 　　　　　　帳簿」を整備しているか。
       ・　入居者及びその身元引受人等の個人情報に関する取扱い
 　　　　　　については、個人情報の保護に関する法律を遵守しているか。
        ・　老人福祉法第２９条第３項の規定により、同法施行規則第
 　　　　　　２０条の６第１項各号に掲げられた事項（費用の受領の記録、
 　　　　　　提供したサービスの内容、提供したサービスに係る苦情に関
 　　　　　　する記録等の事項）を記載した帳簿を作成しているか。
 　　　　　　　また、それを作成の日から２年間は保存しているか。
 （３）　緊急時の対応               
      ・ 「事故・災害及び急病・負傷への具体的な対応計画」を整備
 　　　　 しているか。
        ・ 「避難等必要な訓練」を定期的に実施しているか。
	  Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ

  Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ
  Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
	・管理規程
・会計帳簿、
　領収書等
・サービス提供
　記録
・身体拘束に関
　する記録
・苦情に関する
　記録
・消防計画書
・事故に関する
　記録
・事故対応マニ
　ュアル
・避難訓練記録
　簿
	

	
	
	
	防
火
管
理
者
	職・氏名
	
	 防火管
 理者講
 習会の
 受講
	　　年　月　日
	
	
	
	

	
	
	
	
	選任年月日
	　　年　月  日
	消防署届出
	　年　月　日
	
	
	
	

	
	
	
	消
防
計
画
	計画の作成
	　年　月　日
	消防署届出
	　年　月　日
	
	
	
	

	
	
	
	
	職員への周
知の状況
	
	地域防火組
織等との連
携
	
	
	
	
	

	
	
	 　　　①　防火管理者が選任され、所轄消防署に届出されている
 　　　　こと。（消防法第８条）
 　　　②　事故・災害及び急病・負傷に迅速かつ適切に対応でき
 　　　　るような具体的な消防計画となっていること。
 　　　　（消防法施行規則第３条第１項））
 　　　③　消火、通報訓練及び避難訓練等を年２回以上実施して
 　　　　いること。（消防法施行規則第３条第６項）
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分(努力義務未実施及び処理遅延)　Ｃ：不適正(法令通知・法人諸規程違反)
	
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考
	

	
	
	         　入居者参加の有無　　　有・無
	Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
　
Ａ　Ｂ　Ｃ

	消防法第１７条
同施行令６条
（別表第１）、７
条（４項）、２５
条（１、２項）
同規則２６条
（５項）
	

	
	
	
	   訓 練 名
	       実施年月日
	
	
	
	

	
	
	
	
	 　　　　年　　月　　日
	
	
	
	

	
	
	
	
	 　　　　年　　月　　日
	
	
	
	

	
	
	
	
	 　　　　年　　月　　日
	
	
	
	

	
	
	 　　　④　消防計画は職員に周知されていること。
 　　　⑤　消防計画に地震対策計画が定められていること。
 　　　　（昭和５５年１月１６日社施第５号社会福祉施設における
地震防災応急計画の作成について）
 　　　⑥　非常時の際の地域協力体制が確保されていること。
 　　　⑦　消防訓練について、事前に消防機関に通報しているこ
 　　　　と。
 　　　⑧　夜間又は夜間を想定した訓練を実施していること。
 　　　⑨　避難訓練の内容について、記録を整備していること。
 　　　⑩　消防用設備について
 　　　　ア　法令等に定める消防用設備（消火設備、警報設備、
 　　　　　避難設備等）を設置していること。
 　　　　イ　消防設備の法定点検を実施していること。
 　　　　　（消防法第１７条の３の３、消防法施行規則第３１条

の６）
 　　　　　・消防用設備等自主点検結果記録簿
 　　　　　・点検結果報告（１回／年）
 　　　　　　　外観点検（破損、変形の有無等）　６ヶ月毎
 　　　　　　　機能点検（作動、性能試験）　　　６ヶ月毎
 　　　　　　　総合点検（総合的な機能確認）　　１年毎
 　　　⑪　火災発生の未然防止の状況について
 　　　　　（「社会福祉施設における防火安全対策の強化について」
 　　　　　　昭和６２年社施第１０７号）
 　　　　ア　壁、天井等の内装やｶｰﾃﾝ、じゅうたん等について、
 　　　　　防煙化、難燃化対応していること。
 　　　　イ　布団、毛布、シーツ等の寝具類は防炎性能を有する
 　　　　　ものを積極的に使用していること。（努力義務）
 　　　　ウ　やむを得ずストーブを使用する場合、強制対流型の
 　　　　　ストーブ又はこれと同等以上の安全性を有する器具を
 　　　　　使用していること。（努力義務）
 　　　　エ　各部署に火気取締責任者を定めていること。
 　　　　オ　喫煙について、指定した場所での喫煙としているこ
 　　　　　と。
 　　　　カ　夜間においては、可燃物のあるリネン室、倉庫等人
 　　　　　気のない密室について施錠していること。
 　　　　キ　夜間に勤務する者は、夜間の巡回を行っていること。
 　　　　ク　事務室、介護職員室、宿直室等必要な場所に非常通
 　　　　　報装置等を設置していること。
 　　　　ケ　寝たきり等最も重度の者のための居室は、極力１階
 　　　　　又は避難の容易な場所としていること。
 　　　　コ　救助された者を一時的に収容するなどのため、近隣
 　　　　　施設・病院等、地域住民・ボランティア組織等と連携
 　　　　　を密にするなど、協力体制が取れていること。（努力義
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	 　　　　　務）
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考
	

	
	
	 　　　⑫消防署の立入検査の指示事項は改善されていること。
	　
Ａ　Ｂ　Ｃ
　
  Ａ　Ｂ　Ｃ
  Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
	
	

	
	
	
	 消防署の
 立入検査
	　　年　　月　　日
	所轄
消防
署名
	
	
	
	
	

	
	
	
	 改
 善
 指
 示
 内
 容
	
	 左
 に
 対
 す
 る
 改
 善
 状
 況
	 消防署に対する
 改善報告年月日
	 　  年
  　  月   日
	
	
	
	

	
	
	 （４）　地震・津波対策の実施
 　①　立地条件を確認し、危険があれば市町村防災担当部局や消
 　　防署と協議する。
       耐震診断を受け（昭和５６年５月３１日以前の建築物は必
 　　ず）、対策を講じる。
   ②　地震に対する室内対策が十分であること。
 　　ア　家具類やテレビ・冷蔵庫などの電器製品、点滴台など備
 　　　品の転倒・移動防止を図っている。（Ｌ字金具等の使用や床、
 　　　壁への固定など）
 　　イ　家具類の天板上に物を置いていない。
 　　ウ　家具類の棚などから収納物がはみ出したり、重心が高く
 　　　なっていない。
エ　収納物が飛び出さないよう、引き出し・扉の開き防止対
 　　　策をしている。（引き違い扉やセーフティロック付きの物を
 　　　採用するなど）
オ　ベッドなどのキャスター付き備品類、車椅子、配膳車、
 　　　処置車、汚物処理車などは固定ないしストッパーにより停
 　　　止している。
カ　ガラスに飛散防止フィルムを貼っている。
キ　ガラス類の前に倒れやすいものを置いていない。
 　  ク　照明器具、空調設備、壁掛け時計・温度計、額縁・パネ
       ル、掲示板等が落下しないようにしている。
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考
	

	
	
	ケ　非常口や避難経路に倒れやすいものや地震時に障害とな
       るものがない。
 　　コ　備蓄食料、衛生材料（紙おむつなど）や非常用情報通信
       機器などは地震や津波の被害を受けにくい場所に保管して
       いる。
 　◎　できるだけ建物内の一室や広い廊下を、備品などを置かず
     利用者が集まれる安全スペースとして確保しておきましょう。
   ③　屋根瓦や門、塀、自動販売機などの危険除去に努め、不要
 　　なものは撤去する。
 　　　特に津波が予想される施設にあっては、自動車などの施設
 　　内流入にも対処する。
 （５）　入居者の安否確認           
 　　　入居者の安全・安心の確保、入居者のプライバシーの確保
 　　の観点を考慮した入居者の安否確認の方法等が構築されてい
 　　るか。
 　　　運営懇談会等を通じた入居者の意向の確認、意見交換等に
 　　より、その安否確認の方法が確立されているか。
	Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
　
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ

	・意向確認書等
・運営懇談会議
　事録
・協力医療機関
　契約書
・説明文書等
・嘱託医契約書
・説明文書等
・嘱託医契約書
	

	
	
	
	 直近の安否確認に
 関する運営懇談会
 等の開催日
	 　　 開催内容
	   記　録
	
	
	
	

	
	
	
	 　　 年
 　　　月　　日
	
	 　有・無
	
	
	
	

	
	
	 （６）　医療機関との連携（協力病院）   
①　協力病院を定めているか。
	
	
	

	
	
	      ②  その診療科目等について入居者に周知しているか。
       ③　その協力内容に医師の訪問による健康相談、健康診断
 　　　　が含まれていない場合には、入居者の健康相談、健康診
 　　　　断を行う嘱託医を確保しているか。
         嘱託医の氏名、診療所名等：
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考

	
	 （７）　運営懇談会の設置等について   
 　　　①　懇談会設置状況
	Ａ　Ｂ　Ｃ

　Ａ　Ｂ　Ｃ

　Ａ　Ｂ　Ｃ

　Ａ　Ｂ　Ｃ


	・運営懇談会委
　員名簿
・運営懇談会議
　事録

	
	
	 　　　職　名
	 　　　氏　　名
	
	
	

	
	
	 施設職員
	
	
	
	

	
	
	
	　　施設長
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 入居者･身元引受人
	
	
	
	

	
	
	 入居者･身元引受人
	
	
	
	

	
	
	 入居者･身元引受人
	
	
	
	

	
	
	 入居者･身元引受人
	
	
	
	

	
	
	 入居者･身元引受人
	
	
	
	

	
	
	 入居者･身元引受人
	
	
	
	

	
	
	 第三者（　　　　　）
	
	
	
	

	
	
	 第三者（　　　　　）
	
	
	
	

	
	 　　　②　要介護者等については、身元引受人等の出席を呼びか
 　　　　けているか。
 　　　③　懇談会において下記事項の内容等が定期的に報告され、
 　　　　説明されているか。
           ・　入居者の状況　　　　　　・サービス提供の状況
 　　　　　 ・　管理費、食費の収支等の内容等
 　　　④　入居者の要望、意見を会の運営に反映するよう努めて
 　　　　いるか。
 　　　　過去１年間の懇談会の開催状況
	
	

	
	
	    開　催　日
	      開催内容
	   記　録
	
	
	

	
	
	 　　年
　　月　　日
	
	 　有・無
	
	
	

	
	
	 　　年

　　月　　日
	
	有・無
	
	
	

	
	
	 　　年

　　月　　日
	
	 　有・無
	
	
	

	
	
	 　　年

　　月　　日
	
	 　有・無
	
	
	

	
	
	 　　年

　　月　　日
	
	 　有・無
	
	
	

	
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考
	

	
	
	 （８）　職員処遇について
 　　　①　採用等について
 　　　　ア　職員の人事発令について、辞令を交付していること。
 　　　　　　（労基法第１５条、労基法規則第５条）
 　　　　イ　契約雇用の場合、雇用契約書を交付していること。
 　　　　ウ　労働者名簿を作成していること。
 　　　　　　（労基法第１０７条、労基法規則第５３条）
 　　　②　就業規則について
 　　　　ア　就業規則を定めているか。常時１０人以上の職員を使
 　　　　　用する施設は所轄労働基準監督署に届け出ていること。
 　　　　　（変更を含む。）（労基法第８９条）
 　　　　イ　職員の勤務時間が、法定労働時間を超えていないこ
 　　　　　と。（労基法第３２条、第３２条の２、第３２条の４）
	Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
  Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
	
	

	
	
	
	 帳簿名
	 整備の有無
	   帳簿名
	 整備の有無
	
	
	
	

	
	
	
	 労働者名簿
	  有・無
	 給与支給台帳
	  有・無
	
	
	
	

	
	
	
	 採用通知書
	  有・無
	 各種手当支給台帳
	  有・無
	
	
	
	

	
	
	
	 辞令発令簿
	  有・無
	 超過勤務命令簿
	  有・無
	
	
	
	

	
	
	
	 退職願綴り
	  有・無
	 出勤簿
	  有・無
	
	
	
	

	
	
	
	 職員履歴書綴
	  有・無
	 休暇簿
	  有・無
	
	
	
	

	
	
	
	 資格証明書綴
	  有・無
	 出張命令簿・復命書
	  有・無
	
	
	
	

	
	
	 　　　　ウ　年次有給休暇の付与日数は適正であること。
 　　　　　（労基法第３９条）
 　　　　エ　産前産後休暇、生理休暇、育児時間及び勤務時間短
 　　　　　縮等について規定されていること。
 　　　　　　また、育児休業、介護休業についても規定されてい
 　　　　　ること。（労基法、育介法）
 　　　　オ　就業規則の作成（変更）に当たり、労働者の過半数
 　　　　　で組織する組合又は過半数を代表する職員の意見を聴
 　　　　　いていること。
 　　　　　　また、労働基準監督署への届出の際に代表者の意見
 　　　　　を付した書面を添付していること（労基法第９０条）。
 　　　　カ　規則を職員に周知していること。（労基法第１０６条）
 　　　　キ　非常勤（臨時）職員に適用する就業規則を作成して
 　　　　　いること。（労基法第８９条）
 　　　　ク　時間外及び休日労働に関する協定を過半数で代表す
 　　　　　る職員と締結し、労働基準監督署へ届出していること。
 　　　　　　また、有効期間も適正であること。（労基法第３６条）
 　　　　ケ　宿日直を行っている場合、労働基準監督署の許可を
 　　　　　得ていること。（労基法第４１条）
 　　　　コ　給与からの法定外賃金控除及び口座振込による支払
 　　　　　の場合、賃金控除の協定の締結、口座振込について、
 　　　　　過半数を代表する職員の同意が得られていること。
 　　　　（労基法第２４条）
 　　　　サ　出勤簿、休暇届を適切に管理していること。
 　　　③　給与規程等について
 　　　　ア　給与規程の内容に不備がないこと。（労基法第８９条）
 　　　　イ　諸手当について、給与規程どおり支給していること。
 　　　　　　（労基法第３７条）
 　　　　ウ　給与関係書類と職員の勤務実態は整合していること。
 　　　　　（労基法第１０８条、第１０９条、労基法規則第５４条）
 　　　　エ　昇給・昇格は適正に行われていること。
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考
	

	
	
	 　　　④　保険等について
 　　　　　社会保険・労働保険に加入していること。
 　　　　　　（健康保険法第３条第３項、厚生年金保険法第６条、
 　　　　　　　労働者災害補償保険法第３条、雇用保険法第５条）
 　　　⑤　旅費規程等について
 　　　　　規程内容に不備はないこと。また、規程と実態が乖離し
ていないこと。
 　　　⑥　職員会議等について
 　　　　ア　職員会議等を適正に開催していること。
 　　　　　　（運営・管理規程に記載）
 　　　　イ　会議録は適切に記録されていること。
	 Ａ　Ｂ　Ｃ
  Ａ　Ｂ　Ｃ
  Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ


	
	

	
	
	
	 会　議　名
	　開催状況
	　開催日
	 記録の
 有・無
	 参加職種
	
	
	
	

	
	
	
	
	定例
	臨時
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　　　⑦　職員研修について           
 　　　　　採用時及び採用後において、定期的に研修を実施して
いること。（研修計画書の作成）
           生活相談員及び直接処遇職員については、高齢者の心身の特性、
実施するサービスのあり方及び内容、介護に関する知識及び技術、作業手順等について研修が行われていること。

	
	
	

	
	
	⑧　職員の衛生管理について     
 　　　　　採用時及び採用後において、定期的に健康診断を実
 　　　　　施しているか。
   ※労衛規則   第４３条・・・雇入時健康診断
第４４条・・・定期健康診断
第４５条・・・特定業務従事者健康診断（夜勤職員）
第５１条・・・健康診断結果の記録の作成義務
⑨　常時５０人以上雇用の施設については、衛生管理者及
 　　　　び産業医を選任し、労働基準監督署に届出しているか。
 　　　※労使で構成する衛生委員会を設け、法定の事項を調査審
 　　　　議し、事業者に対し意見を述べさせていること。（月１回）
⑩  腰痛に関する健康診断を６か月以内ごとに実施してい
 　　　　るか。
⑪　給食従事者の検便は毎月全員実施されているか。
 　　　　（「社会福祉施設における衛生管理について」平成９年

３月３１日社援施第６５号）
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考
	

	
	 ３　サ－ビス提供
	
	
	

	
	
	 （１）　食事サ－ビス               
 　　①　栄養士による献立表が作成されているか。
 　　　　また、その献立表は入居者の目に触れやすい場所に掲示
 　　　されているか。
 　　②　１日３食を食堂で提供できる体制となっているか。
 　　　　　食堂面積　　　　㎡（床面積　　㎡／人）
 　　③　治療食の提供が必要な入居者に対して、医師や栄養士の
 　　　指導により適切な治療食を提供しているか。
 　　④　食堂での食事が困難な入居者に対しては、居室で提供す
 　　　る等必要な配慮がなされているか。
 　　⑤　入居者のし好調査を実施しているか。
	　Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
　Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ


	・献立表
・実施献立記録
⑥
 社会福祉施設
 における基準
・相談記録
・生活相談員業
　務日誌等
・入居者健康診
　断記録等
・サービス提供
　記録
・感染症予防マ
　ニュアル
	

	
	
	
	  ⑥　給食業務について
  　ア　給食従事者の日々の衛生管理は適切に行われているこ
 　　　と。
  　イ　給食施設設備や食器類の衛生管理は適切であること。
  　ウ　食品の衛生的取扱は適切であること。
  　エ　検食を実施していること。また、その検食時間は適切で
 　　　あること。
  　オ　簡易専用水道・井戸水の水質基準検査は適切に実施して
 　　　いること。
  　（上記ア～オ：「社会福祉施設における衛生管理について」
 　　　平成９年３月３１日社援施第６５号）
  　カ　保存食の保存は適切であること。
（「社会福祉施設における保存食の保存期間等について」

平成８年７月２５日社援第１１７号）
  　キ　調理及び配膳に当たっては、食品衛生法施行規則別表第
８の上欄に掲げる事項に留意して衛生的に行っていること。
（食衛生規則別表８上欄：指定介護老人福祉施設の 人員、
設備及び運営に関する基準について第４－１２－（４））
	
	
	

	
	
	 （２）　相談・助言等              
 　　　　入居時には、心身の健康状況等について調査を行ってい
 　　　るか。
 　　　　入居後は入居者・身元引受人の相談に応じ適切な助言等
 　　　を行うことができる体制等をとっているか。
 （３）　健康管理                     
 　　①　入居時及び１年に２回以上の健康診断を受ける機会を付
 　　　与しているか。常に入居者の健康状況に注意し、必要に応
じて健康保持のための適切な措置をとるよう努めているか。
 　　②　健康診断及び健康保持のための記録を適切に保存してい
 　　　るか。
 　　③　入居者が一時的疾病等のため日常生活に支障がある場合
 　　　には、介助等日常生活の世話が行えるよう配慮がなされて
 　　　いるか。
 　　④　入居者が医療機関での治療が必要な場合には、医療機関
 　　　への連絡、紹介、受診手続、通院介助等の協力に努めてい
 　　　るか。
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分(努力義務未実施及び処理遅延)　Ｃ：不適正(法令通知・法人諸規程違反)
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考

	
	 （４）　介護サ－ビス               
 　　①　介護サ－ビスを提供する有料老人ホ－ムにおいては、契
 　　　約の定めるところにより、当該ホ－ム又はその提携ホ－ム
 　　　（※）において行っていること。
 　　　※　一定限度以上の要介護状態になった場合に入居者が住
 　　　　み替えてそこで介護サ－ビスを行うことが入居契約書に
 　　　　明定されているものに限る。
 　　②　契約内容に基づき、入居者の自立を支援するという観点
 　　　に立って処遇を行っていること。また、常時介護に対応で
 　　　きる職員の勤務体制をとっていること。
 （５） 身体的拘束の禁止
 　　　ア　介護サ－ビス等の提供に当たって、身体拘束その他入
 　　　　居者の行動を制限する行為を行っていないか。
 　　　　（入居者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な
 　　　　　い場合を除く。）
 　　　イ　緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、下記事項
 　　　　を記録しているか。
 　　　　・ その態様及び時間
 　　　　・ その際の入居者の心身の状況
 　　　　・ 緊急やむを得なかった理由
 （６）　機能訓練          　　      
 ○　介護サービスを提供する有料老人ホ－ム
 　　　要介護者等の生活の自立の支援を図る観点から、その身体
的、精神的条件に応じた適切な機能訓練等を実施していること。
 （７）　レクリエーション     　　      
 　　①　入居者及び身元引受人等の要望を考慮した内容となって
 　　　いるか。
 　　②　地域との交流の場を確保しているか。 （地域行事、活動
 　　　　等への参加の配慮）
	  ＜有　無＞
   Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ
  ＜有　無＞
   Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ
	・サービス提供
　記録
・業務日誌等
・身体拘束に関
　する記録
・機能訓練記録
・行事実施記録
　等


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考

	
	
	   Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ
	・サービス提供
　記録
・身元引受人へ
　の連絡記録
・金銭管理承諾
　書等
・管理状況報告
　書
・説明書等
・管理規程等

	
	
	  クラブ等の名称
	構成員数等
	開催回数等
	　　 活動内容等
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	  行事等の名称
	主催区分､
	開催年月日
	　　 参加内容等
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 （８）　身元引受人への連絡等 　　    
 　　　①　必要な場合、身元引受人等への連絡等所要の措置をと
 　　　　る体制を整えているか。
 　　　②　入居者及び身元引受人等の意向に応じ、関連諸制度、
  　　　　諸施策の活用についても迅速かつ適切な措置をとる体制
 　　　　 を整えているか。
 　　　③　要介護者等については、下記事項を身元引受人等へ定
 　　　　 期的に報告しているか。
 　　　　　　　・入居者の生活及び健康の状況
 　　　　　　　・入居者へのサ－ビスの提供状況
 （９）　金銭等管理　　　 　　     
 　　　①　入居者の金銭、預金等の管理は、入居者自身が行うこ
 　　　　とを原則としているか。
 　　　②　特別な事情により施設において、入居者の金銭等を管
 　　　　理している場合には、その依頼又は承諾を入居者本人又
 　　　　は身元引受人等の書面で確認していること。
 　　　　　また、その金銭等の具体的な管理方法、本人又は身元
 　　　　引受人等への定期的報告等を管理規程等で定めているか。
        　　 ●　預り金の定期点検の内容
            　（　　）か月に１回､（　　　　　　）が点検
        　　 ●　預り金の身元引受人等への定期報告の内容
            　（　　）か月に１回､（　　　　　）を（　　　）で通知
        　　 ●　預り金の身元引受人等の定期点検の内容
            　（　　）か月に１回､現物を確認
	
	


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考

	 ４　事業収支計画
	
	

	
	 （１）資金収支計画・損益計画について  
 　　①　３０年以上の長期的な資金計画、資金計画等が策定され
 　　　ていること。
 　　　　また、３年ごとに見直しが行われていること。
 　　②　借入金の返済は、借入金の返済計画に則って実行されて
 　　　いること。
 　　③　入居者の募集は、募集計画と大きな乖離がなく行われた
 　　　こと。
 　　④　資金収支、損益計算等の直近の決算内容は、長期的な資
 　　　金計画、資金計画等の内容と大きな乖離がないこと。また、
 　　　常に適正な資金残高があること。

	   Ａ　Ｂ　Ｃ

	・事業収支計画
　書
・資金収支計画
書
・損益計画書
・借入金償還予
　定表


	 ５　利用料等
	
	

	
	 （１）　家賃相当額について 
 　　　①　下記費用を基礎として合理的に算定したものとなって
 　　　　いるか。また、近傍同種の住宅の家賃から算定される
 　　　　額を大幅に上回っていないか。
 　　　　　・当該有料老人ホ－ムの整備に要した費用
 　　　　　・修繕費
 　　　　　・管理事務費
 　　　　　・地代に相当する額等
 　　　②　月払い方式の場合で、家賃相当額に関する敷金を受
 　　　　領している場合には、その額は６ヶ月分を超えていない
 　　　　か。
 　　　　　また、退居時には居室の原状回復費用を除き全額返還
 　　　　しているか。
 　　　③　一時金方式により受領する場合には、次によっている
 　　　　か。
        ア　前払金の算定根拠を書面で明示するとともに、所要
 　　　　　 の保全措置を講じていること。

　　　 イ　一定期間内に死亡又は退居したときの入居月数に応
 　　　　　 じた前払金返還金の算定方式を明らかにしているこ
 　　　　　 と。
           また、前払金の返済金債務を確実に履行していること。
ウ　前払金の返還対象とならない部分の割合が適切であ
 　　　　　ること。

	   Ａ　Ｂ　Ｃ


	・保証金精算書
　等
・厚生労働大臣が定める有料ホームの設置者等の講ずべき措置」（平成１８年厚労省告示２６６号)
・前払金算定表
・前払金保全措置に関する書類

・返還金算定表


Ａ：適正　Ｂ：不十分(努力義務未実施及び処理遅延)　Ｃ：不適正(法令通知・法人諸規程違反)
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考

	
	 　　　　 エ　契約締結日から概ね９０日以内の契約解除の場合に
 　　　　　ついては、既受領の前払金の全額を利用者に返還して
 　　　　　いること。
 　　　　　　※この場合において、契約解除日までの利用期間に
 　　　　　係る利用料及び原状回復のための費用について、適切
 　　　　　な範囲で設定し、受領することは差し支えないこと｡な
 　　　　　お、当該費用については、契約書等に明示しているこ
 　　　　　と。
 　　　　 オ　新規設置の際に、着工時に相当数の入居者の入居が
 　　　　　 見込まれない場合には、十分な入居者が確保され安定
 　　　　　 的な経営が見込まれるまでの間については、前払金の
            返還金債務について銀行保証等が付されていること。
 （２）　介護保険対象外の介護費用       
 　　①　都度払い方式（又は月払い方式）の場合
 　　　ア　提供するサ－ビスの内容に応じ、人件費・材料費等を
 　　　　勘案した適切な額としていること。
 　　②　一時金方式の場合
 　　　ア　開設後の経過年数に応じた要介護発生率、介護必要期
 　　　　間、職員配置等を勘案した合理的な積算方法によるもの
 　　　　となっていること。
 　　　イ　介護保険の利用者負担分として、有料老人ホ－ムが前
 　　　　 払金により受け取っていないこと。
 　　　ウ　返還方式は、家賃相当額の返還方式と同様の取扱いと
 　　　　 なっていること。
 　　③　手厚い看護体制であるとして介護保険外に別途費用を受
 　　　 領できる場合は、特定施設入居者生活介護事業者が受領す
 　　　 る介護保険の給付対象外の介護サ－ビス費用について（平
 　　　 成１２年３月３０日付け老企第５２号厚生省老人保健福祉
 　　　 局企画課長通知）の規定によるものに限られていること。

（３）　食費、管理費等　　　   
 　　①　入居者に対するサービスに必要な費用の額（食費、管理費、
 　　　 その他の運営費等）を基礎とする適切な額であるか。
②　食費、管理費等を含め､多額の前払金の支払により生涯
 　　　 生活を保証する終身保証契約となっていないか。
③　家賃相当額や介護費用以外の名目での前払金を徴収して
 　　　いないか。
	  ＜有　無＞
 Ａ　Ｂ　Ｃ

  Ａ　Ｂ　Ｃ


	・返還金受領書
　等
・現金取扱簿等
・請求書、領収
　書等
・契約書等
・一時金算定根
　拠説明書

・契約書、パン
　フレット　等


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考

	 ６　契約内容
	
	

	
	 （１）　契約締結に関する手続き等    
 　　①　契約手続等について入居者及び身元引受人・保証人等に
 　　　事前説明を十分に行っているか。
 　　②　特定施設入居者生活介護事業者にあっては、入居契約時
 　　　に当該事業の提供に関する契約を締結しない場合であって
 　　　も、入居契約時に、当該契約内容について十分説明を行っ
 　　　ているか。
 　　③　前払金の内金は、前払金の２０％以内となっているか。
        残金は、引渡し日前の合理的な期日以降に徴収している
 　　　か。
 　　④　入居開始可能日前の契約解除については、既受領金の全
 　　　額又は申込金を除いた全額を返還しているか。
 （２）　契約内容              
 　　①　入居契約書において下記事項を明示しているか。
 　　　ア　有料老人ホ－ムの類型
 　　　イ　利用料等の費用負担の額
 　　　ウ　イによって提供されるサ－ビス等の内容
 　　　エ　入居開始可能日
 　　　オ　身元引受人の権利・義務
 　　　カ　契約当事者の追加
 　　　キ　契約解除の要件及びその場合の対応
 　　　　（入居者の権利を不当に狭めるものとなっていないこと。）
 　　　　（入居者、設置者双方の契約解除条項が定められている
 　　　　　こと。）
 　　　ク　前払金の返還金の有無
 　　　ケ　返還金の算定方式及びその支払時期等

　 ②　契約書又は管理規程上、下記事項を明確にしているか。
 　　　ア　介護サービスの提供される場所
 　　　イ　介護サービスの内容、頻度及び費用負担等
 　　　ウ　利用料等の改定のルール
 　　　　＊　なお、その改定にあたっては、その根拠を入居者及
 　　　　　び身元引受人等に明確にしていること。
 　　　エ　一時介護室において処遇する場合の要件（※１）
 　　　オ　居室を変更する場合の要件（要介護による居室の変更
 　　　　等）(※２）
 　　　　※１、２の処遇を行う場合、次の手続を得る必要がある。
 　　　　　・　医師の意見を聴くこと。
 　　　　　・　本人又は身元引受人等の同意を得ること。
 　　　　　・　一定の観察期間を設けること。（※２の場合）

	   Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ
	・入居契約書
・管理規程等
・領収書等
・返還金受領書
　等
・入居契約書
・管理規程


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考

	
	 　
 （３）　重要事項の説明等             
 　　①　重要事項説明書は所定の様式（和歌山市有料老人ホーム設

置運営指導指針の別紙様式）で作成されているか。
 　　②　重要事項説明書は実態に即して正確に記載しているか。
 　　③　重要事項説明書は、入居相談があったときに限らず、求
 　　　めに応じ交付しているか。
 　　④　入居希望者には、契約締結前に、十分な時間的余裕をも
 　　　って重要事項説明書について十分な説明を行っているか。
 　　　その説明を行った際には、説明を行った者及び説明を受け
 　　　た者の署名がなされているか。
 （４）　体験入居           
 　　　　開設後においては、契約締結前に体験入居の途を設けて
 　　　いるか。
 （５）　入居募集等       
 　　①　パンフレット、募集広告等において、有料老人ホ－ムの
 　　　類型及び指定居宅サ－ビスの種類を明示しているか。
 　　②　募集広告等は、実態と乖離のない正確な表示を行ってい
 　　　るか。
 　　③　類型の表示については下記のとおりとなっているか。
 　　　ア　施設名と併せて表示すること。
 　　　イ　表示事項についても類型に併記すること。
 　　　　（指針別表の区分により難いと特に認められる場合は、
 　　　　この限りでない。）
 　　　ウ　介護に関わる職員体制について表示を行う場合、その
 　　　　職員割合を年度毎に算定し、表示と実態の乖離がないか
 　　　　検証すること。また、入居者に対して算定方法及び算定
 　　　　結果について説明すること。
 （６）　苦情解決、損害賠償      
 　　①　苦情処理体制を整備しているか。
 　　②　外部の苦情処理機関について入居者に周知しているか。
 　　③　サービス提供により入居者に損害賠償すべき事故が発生
 　　　した場合には、速やかに対応しているか。


	   Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ


	・重要事項説明
　書
・体験入居案内
・パンフレット
　募集広告等
・周知文書、掲
　示等
・事故に関する
　記録


Ａ：適正　Ｂ：不十分（努力義務未実施及び処理遅延）　Ｃ：不適正（法令通知・法人諸規程違反）
	自　　主　　点　　検　　項　　目
	点　検　結　果
	備　考

	 ７　情報開示
	
	

	
	 （１）　有料老人ホームの運営に関する情報
 　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　①　下記について、公開（交付を含む。）しているか。
 　　ア　重要事項説明書
 　　イ　契約書（特定施設入居者生活介護契約書を含む。）
 　　ウ　管理規程等
 　　②　下記について、入居者及び入居希望者の求めに応じ閲覧
 　　　に供しているか。また、財務諸表については入居者等の求
 　　　めに応じ写しを交付するよう配慮しているか。
 　　ア　貸借対照表
 　　イ　損益計算書
 　　ウ　事業収支計画
	  Ａ　Ｂ　Ｃ
	・パンフレット
・重要事項説明
　書
・契約書
・管理規程
・財務諸表

	 ８　設置後の報告等
	
	

	
	 （１）　毎年７月末日までに、入居者の状況等について市長に報
 　　　告しているか。 
 　　　（提出書類）
 　　　　・経営状況等に関する報告（貸借対照表、損益計算書等）
 　　　　・有料老人ホ－ム重要事項説明書
 　　　　・有料老人ホ－ム情報開示等一覧表
　　　
 （２）　下記事項について、随時に市長に報告しているか。
 　ア　老人福祉法第２９条第１項各号及び同法施行令第２０条の５
 　　各号の届出事項に変更が生じたときは、届出を行っているこ
 　　と。
	   Ａ　Ｂ　Ｃ
   Ａ　Ｂ　Ｃ

Ａ　Ｂ　Ｃ
Ａ　Ｂ　Ｃ
	

	
	
	  　過去２ｶ年度の 変更内容
	  　届出年月日
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	  イ　有料老人ホ－ム内で重大な事故が発生した場合は、報告を行
 　　っていること。　　　
  　過去２ｶ年度の 報告内容
  　報告年月日
  ウ　その他指導要綱（和歌山市有料老人ホーム設置運営指導要綱）
 　 に定める事項が生じた場合は、報告を行っているか。　　　　　
  　過去２ｶ年度の 報告内容
  　報告年月日

	
	


